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キャリアコンサルタント試験

受験資格2で申請される際の実務経験証明書作成にあたっての注意事項

勤務先1か所につき、1枚の実務経験証明書が必要です。ただし、グループ会社・組織などにより、同一の証明者が全ての業務内容
を一括して証明できる場合は、1枚にまとめて構いません。

原則として直属の上長へ実務経験証明書の作成を依頼してください。異動などにより当時の上長と連絡が取れない場合は、人事
記録を参照できる人事担当者等へ証明書の作成を依頼してください。当時の会社が無くなる等で証明者がいない場合、客観的な
事実確認が困難なため、受験資格2での受験はできません。

受験申請者本人が所属先の代表者または個人事業主、フリーランス等である場合、実務経験として認められるのは、キャリアコン
サルティングが主たる業務に含まれている場合に限られます。この場合、原則として契約先・業務委託元等の代表者の証明を得て
ください。キャリアコンサルティングを直接実施したクライエント個人による証明は認められません。

証明者欄は、証明者の方の記入（入力）が必須です。実務経験証明書を、証明者に無断で作成、又は改変を行なったときには、受験
資格または合格の取り消しや、刑法上の罪に問われる場合があります。

同時期に複数の実務経験がある場合、重複しているものを除いて3年以上の期間が必要です。

実務経験として記載した従事年月を通じた「期間中の相談業務の従事頻度」について、要件を満たしてしている場合は、チェックを
してください。期間中、月に1件（または年間10件）程度の相談業務がなかった場合、継続的・反復的に相談業務に従事していたと
みなすことはできず、当該項目にチェックがない場合は実務経験として計上できません。

実務経験証明書はPCでの入力も可能です。手書きで提出される場合、試験機関が正確に審査できるよう、はっきりと丁寧な文字
での記入や、チェック欄にもチェックが入っていることが分かるような記入をお願いいたします。

要件を満たす実務経験年数が不足または確認できない場合や、「実務経験の内容・形式」、「期間中の相談業務の頻度」のチェック
漏れによる書類の不備がある場合は、受験申請を受理することができません。これらの不備については、修正のための再提出は
認められませんので、ご提出の際はご留意ください。

最下部のご自身の情報は、ご自身で記入したうえで、証明者に証明書作成を依頼してください。

要件を満たす実務経験年数が不足または確認できない場合や、「実務経験の内容・形式」、「期間中の相談業務の頻度」のチェック
漏れによる書類の不備がある場合は、受験申請を受理することができません。これらの不備については、修正のための再提出は
認められませんので、ご提出の際はご留意ください。

勤務先1か所につき、1枚の実務経験証明書が必要です。ただし、グループ会社・組織などにより、同一の証明者が全ての業務内容
を一括して証明できる場合は、1枚にまとめて構いません。記入欄が足りない場合は、複数枚に分けて記載してください。

受験申請者の業務内容が受験資格にかかる要件を満たす相談である場合は、要件一覧のチェック欄に必ずチェックをしてくださ
い。チェックがない場合は、要件を満たす実務経験として認められませんのでご注意ください。また、証明日*、証明者の情報（証明
者の事業者名・所在地、役職名、氏名、連絡先、受験申請者との関係）をご記入ください。いずれの項目も記入必須項目です。証明
者の役職等がない場合は「なし」と記入してください。

※「証明日」欄は必ず受験申請日以前の日付としてください。未来の日付は認められません。

実務経験の従事年月数の算出にあたっては、最大で「申請日までの通算年月数（ひと月に満たない端数の日は切り捨て）」としてく
ださい。実務従事期間は西暦で以下のように入力してください（エクセルで作成する場合、従事年月数は自動で計算されます）。

　♦「期間（自）」の記入例 ： 2026年1月25日


